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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　ガーナ共和国においては、マラリア、下痢症、呼吸器疾患等の感染症が主要疾病を占めてお

り、感染症対策は重要な保健医療政策のひとつとなっています。さらに同国ではエイズ患者の増

加が社会問題となりつつあり、今後さらにエイズ患者が増加する危険性があることから、エイズ

対策は国家的にも緊急の課題となっています。一方、エイズ拡大にあわせて結核等の日和見感染

症も広がりつつあり、これら再興感染症への対策も新たな課題として浮上しています。

　野口記念医学研究所では、このような感染症の予防に資するべく、昭和54年の日本の無償資金

協力によって建設されて以来、わが国の専門家による基礎研究を中心とした技術協力が行われて

きました。

　同国側はこれらプロジェクトを高く評価し、感染症対策に不可欠なワクチン技術の向上、ＨＩＶ／

エイズにかかる研究および対策の強化を通じ同国の感染症対策に資することを目的としてプロ

ジェクト方式技術協力を要請越しました。

　これを受け、国際協力事業団は先方との協議を行い、技術協力の具体的な内容を確認するた

め、平成９年３月に事前調査団を現地に派遣しました。今般、この調査結果を踏まえ、討議議事

録（Ｒ／Ｄ）を締結するため国立療養所三重病院院長 神谷齊氏を団長とする実施協議調査団を

平成10年12月７日から同17日まで派遣しました。本報告書は同調査団が実施した調査および協議

内容と、その結果について取りまとめたものです。

　ここに調査にあたり、ご協力を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、今後

の本件プロジェクトの実施・運営にあたりまして、関係各位のいっそうのご協力をお願いする次

第です。

平成10年12月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
理事理事理事理事理事　阿部　英樹　阿部　英樹　阿部　英樹　阿部　英樹　阿部　英樹
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１．実施協議調査団派遣１．実施協議調査団派遣１．実施協議調査団派遣１．実施協議調査団派遣１．実施協議調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ガーナ共和国（以下、｢ガーナ」と略す）において、疾病のなかで感染症の占める割合は過

半数を超えており、感染症対策は国民の健康保全のための最重要課題といえる。特に近年は、

ＨＩＶ／エイズ等の新興感染症が急増しており、大きな脅威となっている。同国における成人の

ＨＩＶ／エイズ感染率は２～４％と推定され、今後、急激な感染拡大が懸念される。また、いっ

たん抑制されたと思われた結核等の再興感染症も、ＨＩＶ／エイズによる日和見感染の影響もあ

り再び増大傾向を示しており、新たな問題となっている。

　野口記念医学研究所（以下、｢野口研」と略す）では、このような感染症の防止・縮小に資す

るべく、1979年に日本の無償資金協力によって建設されて以来、わが国の専門家による基礎研究

を中心とした技術協力が行われてきた。同研究所は、ＷＨＯからも感染症サーベイランス機関と

して正式に認定されており、同国では主要感染症のサーベイランスが可能な数少ない研究機関で

ある。現在は、1991年まで実施された野口記念医学研究所プロジェクト（Ⅰ）に続き、ＥＰＩ

（予防接種拡大計画）ワクチンの効果、乳幼児下痢症対策、ＨＩＶ－１、２診断法、住血吸虫症

対策の４分野の研究に対するわが国のプロジェクト方式技術協力（野口記念医学研究所プロジェ

クト（Ⅱ）： 1991．10．１～1997．９．30）が実施された。

　今後、同研究所は研究活動を通じて、ガーナの医療問題として優先度が高い感染症のうち、ワ

クチン関連疾患、エイズおよび関連する結核・性感染症（ＳＴＤ）について検査、研究の充実を

さらに図ることが期待されている。

　かかる背景から、このたび上記プロジェクトの終了後をめどに、野口研にて感染症対策に必要

なＨＩＶ／エイズ、ワクチン分野に絞った新規研究について、わが国に対して技術協力の要請が

なされたものである。

　本要請を受けて、ガーナ側の要請内容と実施体制および協力実施計画を調査・協議することを

目的として、事前調査団を1997年３月31日から同年４月11日まで派遣した。

　本調査団は、本プロジェクトの最終的な協力内容、協力方法、協力対象地域等の特定と、協力

実施経過策定を行い、討議議事録（Ｒ／Ｄ）および暫定実施計画書（ＴＳＩ）の署名・交換を行

うことを目的として、1998年12月７日から同年12月17日の日程で派遣された。
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１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

　担　当 　氏　名 　　　　　所　　　　属

団長 総　　括 神谷　齊 国立療養所三重病院院長

団員 住血吸虫症 小島　荘明 東京大学医科学研究所寄生虫研究部教授

団員 結　　核 森　亨 財団法人　結核予防会結核研究所所長

団員 エ イ ズ 佐多徹太郎 国立感染症研究所エイズ研究センター第３室長

団員 ワクチン 神谷　保彦 リバプール熱帯医学校国際小児保健学講座研究員

団員 協力計画 中野　勉 ＪＩＣＡ医療協力部医療協力第二課課長代理

１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

移動および業務

移動（成田→チューリヒ）

移動（チューリヒ→アクラ）

ＪＩＣＡガーナ事務所表敬、事前協議

大蔵省、教育省、保健省、野口研、ガーナ大学表敬

野口研で協議開始

在ガーナ日本大使館表敬

野口研で分野別協議

野口研で分野別協議

団内打合せ

資料整理

（小島団員アクラ発）

野口研で合同協議

母子保健医療サービス向上プロジェクト専門家との意見交換

Ｒ／Ｄ、ＴＳＩ署名・交換

日本大使館、ＪＩＣＡ事務所帰国報告

移動（アクラ→）

（小島団員成田着）

移動（→アムステルダム→）

移動（→成田、関西空港）

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

月日

12月７日

８日

９日

10日

11日

12日

13日

14日

15日

16日

17日

曜日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

水

木
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なお、以下は森団員の日程である。

移動および業務

移動（成田→ロンドン）

移動（ロンドン→アクラ）

ＪＩＣＡ事務所表敬、日本大使館表敬

野口研副所長表敬および協議

資料整理（公休日）

野口研にて協議

保健省中央結核部、公衆衛生研究所、コレブ病院の視察および関係者

との面談

野口研にて所長と結核分野に関する覚書に署名

日本大使館帰国報告

移動（アクラ→アムステルダム）

移動（予定便欠航のためアムステルダム泊）

移動（アムステルダム→）

移動（→成田）

日順

１

２

３

４

５

６

７

８

９

月日

１月16日

17日

18日

19日

20日

21日

22日

23日

24日

曜日

土

日

月

火

水

木

金

土

日
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) ガーナ側関係者

１) 大蔵省（Ministry of Finance）

Dr. William Adote Director, International Economic Relation

Division

Mrs. Agnes Batsa Head, Bilateral Unit

Mr. Edmund K. Nkansah Officer, Japan Desk

２) 保健省（Ministry of Health）

Dr. Moses Adibo Deputy Minister

Dr. Abdulai Issaka Tinorgah Director, Medical Service

Dr. Sam Bugri Director, Public Health

Dr. S. O. Sackey Head of Disease Control Unit

３) 教育省（Ministry of Education）

Dr. Ibn Chanbas Deputy Minister

Mr. Ben Eghan Chief Director

Mr. K. C. Appiah-Num Director, Administration and Finance

４) ガーナ大学（University of Ghana）

Prof. Ivan Addae-Mensah Vice-Chancellor

Mr. A. B. Yarquah Assistant Registrar

Dr. K. A. Apea-Kubi Department of Obstetrics & Gynecology,

University of Ghana Medical School

５) 野口記念医学研究所（Noguchi Memorial Institute for Medical Research）

Prof. David Ofori-Adjei Director

Prof. F. K. Nkrumah Professor of Paediatrics, former director

Mr. S. W. Opoku-Agyakwa Administrative Secretary

Dr. Patience Akpedonu Head of Bacteriology Unit

Dr. K. A. Koram Head of Epidemiology Unit

Dr. G. E. Amah Head of Electron Microscope

Dr. K. Osei-Kwasi Head of Virology Unit

Dr. K. M. Bosompem Research Fellow, Parasitology Unit

Dr. P. G. Addo Head of Lab. Animals Unit

Mr. D. Agbodaze Research Fellow, Bacteriology Unit

Mr. M. A. Appawu Research Fellow, Parasitology Unit
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Mr. J. A. M. Brandful Research Fellow, Virology Unit

Dr. B. D. Akanmori Head of Immunology Unit

Dr. M. K. Wilson Head of Parasitology Unit

(２) 日本側関係者

１) 在ガーナ日本大使館

伊藤　庄亮 特命全権大使

鈴木　栄一 参事官

２) ＪＩＣＡガーナ事務所

鍋屋　史朗 所長

友成　晋也 所員



－6－

２．総括２．総括２．総括２．総括２．総括

　1998年12月８日より15日までの間ガーナにおいて、調査団は以下の点について先方関係者と協

議し、今後の５年間にわたる協力内容についてＲ／ＤおよびＴＳＩに取りまとめた。

(１) 長期調査で設定された研究課題の最終決定と活動の具体化

(２) 保健省関連機関との連携の具体化

(３) ガーナ側の実施体制の確認

①野口研の予算措置

②カウンターパートの確保

③プロジェクトの運営体制と責任体制等

(４) プロジェクト開始後の暫定協力計画の策定

①専門家派遣

②研修員受入れ

③機材供与計画

　協議の結果、協力分野は調査団派遣前の対処方針会議の方針を基に討議し、以下のように合意

し決定した。

(１) 研究分野

①エイズ・ＳＴＤ・結核

②ワクチン予防可能疾患

（ＡＩＫ－Ｃ麻疹ワクチンの効果研究、住血吸虫ワクチン候補防御抗原開発等）

(２) 無償資金協力で完成するＰ３施設等の安全管理基準策定のための技術

(３) 保健省関連機関との連携

　具体的連携としては、野口研における保健省の人材に対する研修を組み込むこととし、住

血吸虫症、ＳＴＤ、結核の分野における研修実施に対し野口研も積極的な実施の意志を示

し、Ｒ／Ｄ、ＴＳＩのなかで中堅技術者養成対策費等ＪＩＣＡからの支援による実施予定を記載

することにした。

　Ｒ／Ｄ上の変更点として、前プロジェクトに倣い、日本の医師免許を有する専門家に対しては

ガーナにおける医療行為を可能ならしめるための暫定免許証を赴任時に発給することを、ガーナ

側の取るべき措置として追記した。

　これら協力分野ごとのＴＳＩと全分野を統括したGeneral TSIを作成し、Ｒ／Ｄはガーナ大学

副学校長、大蔵省国際経済関係課長、保健省保健サービス課長および団長の４名の署名とした。

ＴＳＩは野口研所長と団長との間で署名・交換した。

　12月１日より野口研の新所長となったDr. David Ofori-Adjeiはこれまで保健省のコレブ病



－7－

院の臨床医を勤めてきたことから、野口研の課題であったガーナにおける公衆衛生への貢献につ

いて積極的であるとともに、保健省内にも深いつながりがあり、今後プロジェクトの成果を保健

省を通じた感染症対策に役立てるという目標を達成するうえで同人の活躍が大いに期待される。

　協力期間はリーダーおよび調整員の派遣時期を念頭に、1999年１月１日からの５年間とした。

　カウンターパート研修については当面、今年度（1998年度）の４名枠を用いた研修計画を確定

する必要があり、また来年度もすでに要望調査等のタイミングを考慮すると、やはり早急な計画

策定が望まれることから、1999年度までのカウンターパート研修分野／テーマを決め、分野別

ＴＳＩにも記載した。ただし、2000年度以降については分野ごとの要望と年度ごとの全体枠の調

整に時間を要すると判断されたことから、プロジェクト開始後に改めて人選を行うこととした。

　専門家派遣に関し、チームリーダー（チーフアドバイザー）および調整員の派遣予定が間近に

迫っていることから、野口研にＡ１フォームの早期提出を依頼し、善処された。

　機材供与についてはＴＳＩにおいて各分野ごとに必要な主要機材について記載しているが、来

年度以降の優先度について別途調査団が取りまとめ、大まかな年度別供与計画を作成し、野口研

側に渡した。これを基にチーフアドバイザー赴任時までに野口研側で（現地調達を中心に）実際

の購入のための価格を調査し、これに基づき早急に必要な来年度の機材供与計画が策定できる見

込みである。

　なお、無償資金協力で建築中のＰ３実験室を見学したが、工事は順調に進んでいるとの報告を

受けた。細部については初期計画との間に若干の変更事項があるため、帰国後担当の方々と再調

整の必要性を感じた。

　各分野の詳細は団員から報告されるが、今回は所長の交代も大変スムーズに行っており、エン

クルマ前所長も協力的であり、大変うまく新旧交代が行われた印象をもった。また事前調査以後

の準備会議の内容、エンクルマ所長来日時の打合せと、その後のガーナからの公信等に基づく準

備がすべて生かされた形で最終合意に達したことは評価すべきと考える。野口研の発展は今後の

わが国からのカウンターパートの方々の積極的な努力に負うところが多いと思われる。

　なお結核分野については、ＴＳＩは本体調査団派遣時に（案）として合意し、1999年１月の森

団員の派遣時に最終決定した。
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３．調査報告およびプロジェクト実施上の留意点３．調査報告およびプロジェクト実施上の留意点３．調査報告およびプロジェクト実施上の留意点３．調査報告およびプロジェクト実施上の留意点３．調査報告およびプロジェクト実施上の留意点
（実施体制、実施計画を含む）（実施体制、実施計画を含む）（実施体制、実施計画を含む）（実施体制、実施計画を含む）（実施体制、実施計画を含む）

３－１　エイズ、実験室安全管理および出血熱ウイルス３－１　エイズ、実験室安全管理および出血熱ウイルス３－１　エイズ、実験室安全管理および出血熱ウイルス３－１　エイズ、実験室安全管理および出血熱ウイルス３－１　エイズ、実験室安全管理および出血熱ウイルス

調査対象の協力項目：

(１) Molecular and antigenic characterization of HIV strains in Ghana

(２) Establishment of biosafety control system

(３) Establishment of a diagnostic and surveillance system for viral hemor-

rhagic fever in Ghana

調査方法：

　各研究者から提出された研究プロポーザルを各研究者とともに再検討し、ＴＳＩを作成した

（附属資料(２))。

(１) Molecular and antigenic characterization of HIV strains in Ghana（Principal

Investigator: Mr. J.A.M. Brandful, Virology Unit)

　これまでの研究結果から、血清学的に判定保留の検体が存在すること、corfirmation

testの結果がスクリーニングの結果と45.4％しか合わないこと、およびエイズ様症状を

呈するにもかかわらずＨＩＶ陰性例も少数存在することが明らかとなった。これは輸入

している検査キットがsubtype Ｂをもとにしているので、ガーナ国内に流行しているＨ

ＩＶとは抗原性が異なる可能性が考えられてきた。また最近ではＨＩＶ－１が優性であ

るものの、ＨＩＶ－２の感染および両者が混合感染している例もあり、さらに前プロジェ

クトフェーズⅡの結果からガーナでは subtype Ａが多いことが判明しているので、よ

り高感度にＨＩＶ感染を診断するための最適な抗原系を開発するプロジェクトである。

ＣＤ４数や血清学的検査およびＰＣＲ等の結果は臨床側に戻され、臨床医のフォローアッ

プ等に使われる。

　Principal investigatorとの討論では、以下のようになった。

　目的とする最適な抗原を得るためにはガーナ国内に流行しているＨＩＶの特徴をより

明らかにするため、これまで検討してきた地域をより広げ、多くのＨＩＶについて調べ

ることが重要である。そしてＨＩＶ－１およびＨＩＶ－２を対象とする血清学的反応

性の検討とともに、特にＨＩＶのenv領域の解析を行うことにより、ガーナ国内のＨＩＶ

抗原の性状を明らかにし得ると考えられる。血清学的検討にはＰＡ法、ＥＬＩＳＡ法そ

してwestern blot法などで抗原的特徴を明らかにし、同時に、特にＨＩＶenv領域を
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ＰＣＲで増幅しその配列を求める。これらの解析を通してガーナに特有なＨＩＶの候補を

選択する。これらのenv配列からペプチドを作製し、これを抗原とする抗体検出系の開発

そして単クローン抗体を作製する。特有なＨＩＶをクローニングし、後の解析や診断法の

開発に用いる。

　前プロジェクトフェーズ Ⅱでは血清診断の確立とＰＣＲ法の導入によるＨＩＶの確認

が行われたが、ＰＣＲ後の塩基配列の解析は国立感染症研究所で行われてきた。今回、

分子生物学的解析法を導入し、ＨＩＶの性状解析を進めるとともに、molecular epide-

miologyを行う。同時に無償資金協力によるＰ３実験室の導入により、ウイルス分離を積

極的に行い、ＨＩＶ－１や－２だけでなく、混合感染について明らかにすることが可能

となる。これらを通して、ガーナにおけるＨＩＶをより特異的で高感度な診断法の開発

を行う。５年間のプロジェクトのうち、前半をガーナ国内のＨＩＶについて解析を進め

ることを目標とし、後半を診断法開発に重点を移す。感染症プロジェクトの目標が野口

研の研究結果を臨床医を通してガーナ国民の保健衛生の向上に役立てるものであるので、

共同研究者である臨床医とともにＨＩＶ感染者のフォローアップにも力を入れ、ＨＩＶ

感染病態の把握にも努める。一方、コレブにある保健省のNational Public Health

Reference Laboratoryでは多くのスクリーニング検査を行い、ガーナ国内の疫学解析の

中心的データを提供している。そのconfirmationは十分に行われていないので、野口研

ウイルスユニットで確立された種々の方法でconfirmationを行い、ガーナにおけるＨＩＶ

検査の診断精度を高める目的で、相互に検体を交換し精度管理を導入する予定である。

　以上のプロジェクト遂行のため、日本人専門家として国立感染症研究所の石川晃一氏

が２年間の予定で派遣され、また短期専門家として分子生物学的解析のために各年度ご

とに１名の派遣を行う。供与機材は分子生物学的解析の導入に伴い必要となる機器に限

定した。これらの機器はプロジェクトのほかの研究にも共用される予定である。カウン

ターパート研修として、最初の２年間の各年度ごと６カ月間、テクニシャンを国立感染

症研究所に派遣を予定した。国内委員会に東京医科歯科大学の山本直樹教授に加わって

いただいたので、適時協力していただく。またウイルスユニットから東京医科歯科大学

に留学していたMr. W. Ampofoが学位を取得して1999年３月に帰国し、ウイルス分離等

に参加する予定である。

(２) Establishment of biosafety control system

　1999年３月に無償資金協力によりＰ３実験室の建物が完成し、備品搬入据え付けが行

われる。浄化槽の排水系統がまだ定まっておらず、新たな系統をつくるとすると1999年

10月までには使用可能となる。西アフリカ地域の国立研究所内に設置されるＰ３施設と
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しては初めてのことであり、今後ウイルスだけでなく、結核菌の薬剤耐性検査にも使用

される予定である。そのため、施設全体の機器運用や実際の病原体取り扱い法のほか、

多くの管理規定を確立する必要がある。ソフトウエアコントロールとして、病原体等安

全規定（Biosafety Lebel)、病原体等管理区域安全運営規則や指定実験室安全操作指針

の作成、ハードウエアコントロールとして日常点検や定期点検の時期や方法を定めるこ

とが必要である。またこれら管理規定をもとに、実際の利用者の訓練も計画実施される。

　野口研には最近Biosafety control committeeが環境省からの依頼により設立された

（附属資料(４)－④)。しかし、病原体の安全性レベルも決まっておらず、Ｐ３施設管理

のすべての点について研修が必要である。安全管理主任者はウイルスユニットのM r .

J.A.M. Brandfulに今回、決定した。施設機器管理者については決定していない。施設

完成後、無償資金協力側でしばらく試運転・調整が行われ、その間に機器や運転管理に

ついて研修が行われる予定である。

　安全管理主任者の研修がまず必要であるので、この施設の設計段階から加わっていた

国立感染症研究所バイオセーフティ室の杉山室長にカウンターパート研修を依頼する予

定である。３月にＢＭＳＡの国際研修が埼玉県柏市で行われるので、まず３週間の研修を

受け全体を把握してもらう。その後、国立感染症研究所バイオセーフティ室で、ＢＳＬレ

ベルの決定、種々の書類作成そして利用者訓練等の実際について研修を行う。ガーナに

帰国後、長期専門家の石川晃一氏および短期専門家として杉山氏のサポートのもとに、

実際の管理規定の作成や訓練計画、運用計画等を作成したのち、実際の運用になる予定

である。その後もトラブル等が予想されるので、長期専門家による経過観察を行う。ま

た定期点検計画および運用状況の把握を行い、再度短期専門家派遣により目的を達成す

る計画である。

　供与機材については、再度久米設計に確認する必要があるが、種々の書類作成や利用

者管理、施設管理等に用いるコンピューター一式が緊急に必要となる。また無償資金協

力備品に含まれなかったＰ３実験室関連機器の購入も必要となるであろう。近い将来に

は、ＷＨＯ等の視察も受け、国際的に認知される施設として確立する予定である。

(３) Establishment of a diagnostic and surveillance system for viral hemor-

rhagic fever in Ghana: Viral study and vector study (Principal Investigator:

Dr. M. Osei-Kuwasii, Virology Unit and Mr. M.A. Appawu, Parasitology Unit)

　ガーナ北部で黄熱病様症状を呈する患者の報告があり、血清抗体保有率は15～30％と

報告されている。以前より、野口研ウイルスユニットがこの実験室診断にかかわってい

るが、いまだ不十分であり、血清診断やウイルス診断の確立が求められている。検体は
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保健省ないし関連病院から集められる。1993年から毎年、全国から400検体程度が野口研

に届けられるという。

　研究プロジェクトは２つに分けられ、患者検体の実験室診断法の確立と媒介蚊のウイ

ルス保有率や蚊の種類およびその分布を調べることである。両者のデータを有効に評価

できるよう、対象地域をガーナ北部地域のうち疫学的に重要な２地方を選択し、まず黄

熱病とデング熱ウイルスを対象とし、媒介蚊およびヒトの両方向から検討することにし

た。将来的には検体採取法等について保健省職員等を対象とするin country training

を行うことが可能となるように考えたい。

　ウイルス学的研究では、まず黄熱病やデング熱等のウイルス性出血熱臨床診断の定義

を北部地域の臨床医や保健省職員とともに明らかにし、その定義に合う患者血清や地域

の対照血清および患者検体を流行期に収集する。そして血清抗体検出法の確立とともに

抗体保有状況を明らかにし、さらに細胞や動物を用いたウイルス分離法を確立する。抗

体検査法としては市販の検査キットを使用する予定である。細胞培養はすでに多くの経

験があるので、arbovirus分離のための実験室検査システムを確立する。将来的には他の

ウイルスの検出や分子生物学的解析法の確立が計画されているが、２年間のプロジェク

ト計画進行をともに評価したあとで再検討することになった。実際の検査方法等につい

ては長期専門家の石川晃一氏が相談に当たるが、実験室診断確立には短期専門家派遣と

カウンターパート研修により技術移転が図られる予定である。ウイルス学的研究の部分

は当地でエンクルマ前所長の強い希望でプロジェクトに入れられた経緯があり、専門家

や研修の対応者は未定である。供与機材はウイルス接種に用いる検体の処理に用いる凍

結乾燥機に決定した。

　ベクター研究はウイルス学的研究と同一地域について行う計画で、流行期に媒介蚊を捕

捉し、蚊の種類の同定、液体窒素で凍結しアクラに運び、間接蛍光抗体法やＲＴ－ＰＣＲ

法でウイルスを検出する。蚊についてはMr. Appawuが専門家であるので、蚊からのウイ

ルス検出法は長期専門家の石川晃一氏が相談にのることにし、短期専門家派遣により深

めることになる。一方、カウンターパート研修としてウイルス検出について短期間の研

修を行う予定である。長崎大学熱帯医学研究所の五十嵐教授が候補としてあげられた。

供与機材は捕捉した蚊をアクラまで運びそして検討までの間凍結保管するための液体窒

素タンクがあげられた。液体窒素は当地で手に入れることが可能である。

＊共同研究者

　共同研究者として野口研内ではウイルスユニットのMr. S. Aidoo、寄生虫ユニットの

Dr. Bosompenおよび実験動物のDr. P.G. Addoがあげられ、ほかMilitary Hospitalや
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ほかの病院の臨床医が４名、日本側の共同研究者として国立感染症研究所エイズ研究セ

ンターの石川晃一氏および佐多徹太郎氏が名を連ねている。出血熱ウイルスでは、保健

省職員および保健省関連病院医師が共同研究者としてあげられており、研究結果がNa-

tional programに生かされることが期待されている。

＊カウンターパート研修候補者について

　カウンターパート研修は1998年度４名で、それ以降は各年度３名になっている。サブ

プロジェクトが10件あるので、ガーナ側で各年度ごとに優先度を決めてから決定するこ

とになる。全員の希望を受け入れることは不可能であろう。今回、新規プロジェクトお

よび緊急度に鑑み、1998および1999年度の候補者が決定され通知された。1998年度は、

ＳＴＤプロジェクトに参加するコレブ病院産婦人科医師と主任研究者、結核、バイオセー

フティに関連する人が決定した。それぞれ1999年３月末までに出発する予定である。

＊基本的技術の長期専門家による技術講習会

　複数の研究プロジェクトがＰＣＲ等の分子生物学的解析方法のカウンターパート研修

を希望しているが、できれば長期専門家の石川晃一氏に短期講習会を野口研関係者を対

象として行い、カウンターパート研修のワクの減少に対応することが望まれた。

＊無償資金協力による機材供与とプロジェクト方式技術協力による機材供与

　事前に渡された無償資金協力関連機材リストとプロジェクト関連機材要望リストを照

らし合わせ、実施協議で明らかとなった要望機材を考慮し、プロジェクト方式技術協力

による機材供与リストを作成した。Ｐ３実験室および関連フロアの機器に関しては、無

償資金協力のコンサルタントであるビンコー株式会社にカタログ等を問い合わせてから、

最終調整することになった。

３－２　住血吸虫症および実験動物３－２　住血吸虫症および実験動物３－２　住血吸虫症および実験動物３－２　住血吸虫症および実験動物３－２　住血吸虫症および実験動物

　本調査では、ガーナ大学野口研の所長以下、プロジェクト担当研究者と協議を行った。特に、

Vaccine Preventable Diseasesに関する研究分野のうち、住血吸虫症ワクチン開発に関する研

究ならびに感染症診断のための齧歯類コロニーの確立に関する研究について、プロジェクト担当

研究者と個別に協議して、ＴＳＩに関し細部まで検討した。以下に、合意した点について、それ

らの概略を記す。

(１) Development of potential vaccine candidate antigens for protection against

schistosomiasis
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１) 住血吸虫の感染に対し防御的に作用するモノクローナル抗体、もしくは病害作用の

原因となる虫卵の産出を阻害するモノクローナル抗体の作製とその解析を、最初の２年

間にまず実施する。このため寄生虫免疫学の長期専門家を、1999年４月から２年間派

遣することとした。

２) これらのモノクローナル抗体の認識する抗原分子について明らかにし、これをコー

ドする遺伝子の塩基配列を決定して、大腸菌に組み込み、組み換え蛋白を作製する。こ

の研究は、上記の研究成果を踏まえつつ実施するため、2000年４月から開始すること

とし、分子寄生虫学の長期専門家を２年間派遣する。

３) これらの組み換え蛋白を用い、動物実験によりワクチンとしての有用性について検

討するとともに、Ｂ細胞・Ｔ細胞抗原エピトープの決定を行い、合成ペプチドワクチン

の開発に資する。このため、前半部分は、上記専門家および短期専門家と野口研側研究

者により推進されるが、後半部分については、分子寄生虫学の専門家であり、かつエピ

トープ解析も可能な長期専門家を2002年から派遣する。

４) さらに、これらのワクチン候補分子について、流行地住民の免疫応答を解析し、ま

た将来の人体への応用に備え、ワクチンとしての安全性や有効なアジュバントについて

検討する。この部分の研究については、2001年以降に派遣されている長期専門家が野

口研側研究者と協力して推進する。

５) 短期専門家は、上記の各研究の進展状況を勘案しつつ、研究推進にあたり最も適当

な専門家を予算の範囲内で適宜派遣する。

６) また、カウンターパートトレーニングについては、分子寄生虫学の分野で、1998年

度内に開始する。それ以降については、他分野の状況を勘案して協議し決定する。

７) さらに、保健省傘下の各州立病院の検査技術の向上に資するため、これらの検査技

師を対象とする寄生虫病中級研修コースを年２回実施する。

(２) Establishment and characterization of rodent colonies for diagnosis of

infections

１) 実験動物施設の新設に伴い、熱帯地域における実験動物の感染症のサーベイランス

と、病原体のモニタリングのシステムを確立する。

２) ＳＰＦ条件下での実験動物の維持管理システムを確立する。

３) ガーナに棲息する野生の齧歯類grass cutterの生理学的・解剖学的ならびに病理学

的特徴を明らかにするとともに、その遺伝子マーカーや、さらには実験動物モデルとし

ての有用性について検討する。

４) grass cutterから病原微生物の感染実験等に供するため、細胞株を樹立する。
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５) これらの研究を推進するため、わが国からは短期専門家を派遣するが、研究全体の

推進に寄与するため日本側カウンターパートを特定する必要がある点でガーナ側研究担

当者と意見が一致した。

３－３　ワクチン関連分野（麻疹関係）３－３　ワクチン関連分野（麻疹関係）３－３　ワクチン関連分野（麻疹関係）３－３　ワクチン関連分野（麻疹関係）３－３　ワクチン関連分野（麻疹関係）

調査対象の協力項目：

　　①麻疹感染における免疫不全とプログラム細胞死　ＴＳＩ－No.６

　　②カセナ・ナンカナ県における麻疹伝播に対するＡＩＫ－Ｃ麻疹ワクチン効果　ＴＳＩ－No.７

(１) 麻疹感染における免疫不全、プログラム細胞死（アポトーシス）の研究

１) 背景

　麻疹感染においては、ヘルパーＴリンパ球増殖の抑制などの細胞性免疫能の抑制が

著明に、かつ比較的長期にみられる。このため、二次感染症を来し、死亡に至ること

がある。ところで、生体には、制御（コントロール）された細胞死がみられ、pro-

grammed cell death、apoptosis（アポトーシス）とよばれているが、麻疹ウイルス

感染によっても、このような細胞死が生じている。これら免疫機能の変化は、麻疹ワ

クチン接種によってももたらされる。また、他の接種ワクチンの抗体産生や効果にも

影響を及ぼす。しかし、このような麻疹ウイルス感染による免疫機能の変化の機序は、

いまだ、完全に明確になっていない。

　本研究では、ガーナにおける麻疹感染、麻疹ワクチン接種後の免疫状態や細胞死に

ついて検討する。この成果は、麻疹感染患者のよりよい治療管理の確立や麻疹ワクチ

ン効果の評価に貢献すると思われる。

２) 目的

　麻疹自然感染児と麻疹ワクチン接種児について、その免疫状態を比較する、また、

その細胞死の違いを解析すること。

３) 研究担当ユニット、主要研究者

　免疫学ユニット。Dr. Akanmori、Mr. Addae

４) 研究対象

　麻疹感染患児30～40例、通常のSchwarz麻疹ワクチン接種者10～20例

　コントロールとして、健常児（麻疹ワクチン未接種者）10～20例

５) スタディ時期、場所

　1999年６月から実施予定。

　アクラ市内の37 Military Hospital、近郊のAshiaman Health Centreにおいて、
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ワクチン接種児と健常児（ワクチン未接種者）から血液検体を採取する。

　次いで、麻疹流行予測時期の1999年12月から、37 Military Hospital、La Polyclinic

において、麻疹例より検体採取を行う。

　1999年度後半から2000年度にかけて、検査、解析を行う。

　2000年度末から2001年度初めには最終レポートを作成する。

６) 検査項目

①ＦＡＣＳスキャンを用いたFlow Cytomeryにより、リンパ球phenotype、Ｂ、Ｔ

リンパ球、ＮＫ細胞などについて検索する。

②麻疹ウイルス検索のために末梢血単核球の培養をB95aを用いて行う。

③麻疹抗体価測定、IL-12などのサイトカインを測定

７) 専門家派遣

　麻疹ウイルス培養の新しい方法（B95a培地）の技術移転が必要で、そのための専門

家派遣が1999年度予定されている。

８) カウンターパート研修

　ＦＡＣＳスキャンの操作に関連して、Mr. Hammond（テクニシャン）の研修が1999

年度に予定されている。

９) 主な購入必要機材

　ＦＡＣＳスキャン専用コンピューター、その関連コンピューターソフトウエアCell

Quest Software、冷凍庫（－80℃)、Flow Cytometry用抗体、試薬。

10) 本研究に関するコメント

　比較的小規模な研究であり、短期間で研究結果が得られると期待される。また、こ

の研究はDr. Addaeが、三重で以前のカウンターパート研修の際に行った研究実績を

発展させる面もある。技術的には、Flow Cytometry法はすでに技術移転されており、

その検査は技術的に可能である。免疫不全の研究については、麻疹罹患時に高率にみ

られるビタミンＡ欠乏症との関係性においても検討してみる価値はあると思われる。

　研究活動面では、対象者の登録、検体採取について、麻疹感染の流行状況の考慮の

ほか、臨床的定義の明確化が必要である。また、検体採取場所となる医療機関との十

分な連携が不可欠である。

　この研究成果を、具体的に、臨床の治療管理や公衆衛生を通じて、麻疹の重症化、

死亡率の減少にどのように生かしていくかも検討課題になる。

　必要な機材としては、ＦＡＣＳスキャンと一緒に用いるコンピューターと解析用ソ

フトウエアの設置が不可欠である。ただ、これらの供与機材の購入は、早くとも1999

年８月あたりになるので、それまでは完全な解析はできない。さらに、ＦＡＣＳスキャ
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ン検査に用いる抗体マーカー、試薬は高価であり、現地業務費による購入は難しいと

予想され、これも供与機材に組み込む必要があると思われる。

(２) カセナ・ナンカナ県における麻疹伝播に対するＡＩＫ－Ｃ麻疹ワクチン効果

１) 背景

　麻疹感染によって、全世界で年間約１億人の子供たちが死亡しており、その予防は

特に途上国において、大きな課題である。現在、麻疹ワクチンはＥＰＩにおいて、生

後９カ月に接種されているが、麻疹感染は、それ以前の６カ月あたりからみられ、同

年齢層では重症化しやすい。また、麻疹ワクチン接種率は他のＥＰＩワクチンに比べ

て低く、その要因として、他のＥＰＩワクチンとの時間的なずれが関与していると考

えられる。

　したがって、麻疹ワクチンのより早期の接種が望まれているが、母体から移行する

抗麻疹抗体による干渉により、ワクチン効果が十分でないことは衆知の事実である。

以前、高力価のEdmonston-Zagreb（E-Z）ワクチンが試みられたが、抗体産生能は十

分であったものの、接種後の死亡率が高く、撤回された経緯がある。より安全で、効

果のあるワクチンが求められているが、日本で製造されているＡＩＫ－Ｃ麻疹ワクチ

ンは、その有力な候補のひとつである。

　野口研では、生後６カ月接種のＡＩＫ－Ｃワクチンに関して、主に免疫原性をみる

ためのワクチントライアルが、1993年から２年間、Asamankeseにおいて実施され、通

常の９カ月接種のSchwarzワクチンとの間で、抗体陽転率や副作用の出現率に差がない

ことが実証されている（Bulletin of ＷＨＯにすでに発表)。また、この研究では、

生後６カ月までに、80％の小児で麻疹移行抗体が消失していることが認められた。

　現在のＥＰＩの麻疹ワクチンのスケジュール、ワクチン株を変更していくためには、

当該ワクチンの供給、コストの検討とともに、その効果を明確にするための、広範な

フィールドトライアルが必要である。

　そこで、今回は、ガーナ北部のUpper East Regionのカセナ・ナンカナ県において、

大規模なワクチンスタディを実施することになった。

２) 目的

　麻疹伝播における、生後６カ月接種のＡＩＫ－Ｃワクチンの影響、効果を検討する

ため、生後９カ月接種Schwarzワクチンとの検討、比較を以下の項目について行う。

　　接種後麻疹抗体価。全体的な疾患罹患率、死亡率、麻疹罹患率、死亡率。

　　副作用の内容、出現率。
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３) 担当ユニット、主要研究者

　疫学、ウイルス学。Dr. Koram, Prof. Nkrumah, Dr. Osei-Kwasi

４) スタディ地域

　ガーナ北部のUpper East Regionのカセナ・ナンカナ県（総人口約14万人)。同県

内には50～60のoutreach centreがある。麻疹罹患数は年間250～700、麻疹ワクチン

接種率は50％前後である。同地区では、過去、大規模なビタミンＡ補給プログラム

（ＶＡＳＴ）が実施され、サーベイランスシステム－Navrongo Demographic Surveil-

lance System（ＮＤＳＳ）が確立している。

５) タイムスケジュール

　1999年７月から開始する予定である。まず、準備会議として、保健省、Navrongo

Health Research Centre、地域の医療保健関係機関、コミュニティーのリーダーら

との会議がもたれる。次いで、フィールドワーカーの採用、トレーニングを行うとと

もに、ロジスティックスの準備、ワクチン、機材の準備を進める。

　その後、対象者登録、分類を出生コホートのランダム化により実施する。つまり、

すでに確立しているＮＤＳＳの出生コホートをもとに、outreach centreをユニット

にして、randamizationを行い、Ａ、Ｂの２群に分ける。最終的には、全対象者数は

4000人で、各群2000人ずつに分けることになる。

　ワクチン接種は1999年10月から実施予定である。Ａ群の小児には、ＡＩＫ－Ｃワク

チンを生後６カ月に、Ｂ群には、Schwarzワクチンを９カ月に接種する。約１年間、登

録、接種を実施する。接種後、ＮＤＳＳを通じて、小児のモニター、フォローアップ

を行い、副作用のチェック、麻疹および他の疾患の罹患、死亡を記録する。また、各

群150名の小児から抗体価測定のための血液採取を行う。

　これらのデータをエントリーし、解析を行い、レポートを作成する。

６) 検査

①麻疹抗体価の測定

血球凝集阻止法（ＨＩ法)、中和抗体ＮＴ法で検査されるが、その方法は、野口研ウ

イルス学ユニットで確立されている。

②麻疹IgM抗体測定

麻疹臨床診断例について、その確定診断のために、野口研ウイルスユニットでの麻疹

IgM抗体測定が計画されている。

③ワクチン力価の測定

各麻疹ワクチンについて、抗原量確認のために、適宜、ワクチン力価測定を行う。
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７) 専門家派遣

　長期専門家が全体のスタディのスーパーバイズの支援を行い、また、短期専門家に

より、より技術的な側面で協力する。

８) カウンターパート研修は特に予定していない。

９) ワクチンの供給

　ＡＩＫ－Ｃワクチン（北里研究所、日本細菌製剤協会から供与）

　Schwarzワクチン（ＥＰＩ－ＵＮＩＣＥＦから供与）

　黄熱病ワクチン（保健省もしくはＵＮＩＣＥＦから）

10) 主な購入必要機材

　検体保存のための冷凍庫、データエントリーのためのコンピューター、フィールド

ワークのためのオートバイの新規購入が求められている。

11) 本研究に関するコメント

　前所長Prof. Nkrumahがイニシアティブを発揮し、推進しており、ＷＨＯからも注

目されており、モティベーションは高い。ＪＩＣＡプロジェクトとしては、主に技術

的な面をサポートすることになる。

　フィールドが遠隔地であり、フィールドワークに対するモニターに不利な面もあり、

問題もあるが、確立しているサーベイランスシステムの活用やインターネットを介し

てのコミュニケーションで克服できると期待される。１つの地域で、ＥＰＩワクチン

スケジュールを変更することになるので、保健省の認可が必要である。スタディ中も

保健省の地元機関との連携は欠かせない。検査については、精度管理のためのダブル

チェックが必要となるかもしれない。

　ワクチンの供給については、ＡＩＫ－Ｃワクチンが適切な時期に必要量が得られる

か、黄熱ワクチンの供給は確保できるかが課題である。

　オートバイの購入、使用が要望されているが、ＪＩＣＡ供与機材として購入可能か

どうか検討が必要である。野口研の所有にして、継続性のある使用を明確にする必要

がある。

　アクラからの旅費や現地での活動等で出費が大きくなる可能性がある。予算を確保

維持するためには、詳細な活動計画の作成、活動の積算、効率的な使用が必要である。

また、スタッフの人件費については、基本的にはＪＩＣＡからは拠出できないので、

検討が必要である。
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養機能の欠如、精度管理の欠如、等々問題が多いことが指摘されている。関係者との面

談や施設の視察もこれを裏づける。また、これはすでに本プロジェクトにかかる長期調

査で鹿住専門家が詳しい視察で繰り返し指摘しているとおりである。

　なお、ＮＴＰを主管する保健省中央結核課（Central Tuberculosis Unit）はこじん

まりした組織ではあるが、３人の医官（うち１人は結核研究所でのＪＩＣＡ集団結核対

策研修の1996年卒業生）は士気も高く、本プロジェクトに対しても前向きに大きな期待

をしている。一方、保健省側での結核菌検査関連の本来的な担当機関は公衆衛生レファ

ランスラボラトリーであるが、ＤＡＮＩＤＡが退いた現状では野口研と業務のうえで競

合する力はないと思われる。

　本プロジェクト（野口記念医学研究所感染症対策プロジェクト）が、野口研の立場か

らこの国の結核対策の向上に積極的にかかわろうとすることはこのような結核問題の状

況に鑑みてきわめて意義が深い。

(２)他の外国からの援助

　上にふれたようにＤＡＮＩＤＡが1993年以来、抗結核薬をはじめいろいろな面で援助

をしてきた。またＤＡＮＩＤＡは1997年には立派な合同プログラムレビューを行い、中

間的な総括を行っている。だが、1998年以降はデンマーク政府の援助の方式が結核単独

宛でなく保健医療全般に切り替えられたため、ＮＴＰとしては資金を失う危険がでてき

た。ほかの外国からのＮＴＰに対する援助はない。

(３) プロジェクトＲ／Ｄに記載された計画

　Ｒ／Ｄの記載によるプロジェクトの結核研究の内容を整理してみた。これによれば、

当研究所の研究および研修機能を他の公衆衛生機関との連携において強化することが目

的とされている。そのプロジェクト出力のなかに対象疾患としての結核に関連して以下

の２項が含まれている。

①ガーナにおける結核のレファレンスおよび研究のためのラボラトリーを確立するこ

と。

②感染症研究および対策における人材育成を行うこと。

　これらの出力を得るための活動として、結核に関しては次の２つが課題となっている。

①結核菌の検出・同定、薬剤感受性に関する研究、

②ガーナにおける結核治療のコンプライアンスに関する社会経済要因の研究。

これらは先にプロジェクト事前調査の段階で先方から提案された多くの課題のなかから

プロジェクトの目的に照らして適切なものとして認められたものである。
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　これらの研究が国の実態に即したものとなるために、および研究を効果的に推進する

なかで野口研が国の結核対策に上記のように貢献できるためには、保健省が主管してい

る国家結核対策計画（ＮＴＰ）との緊密な連携が必須である。

　先に日本、ガーナ双方が署名したＲ／Ｄに付されたＴＳＩによれば、関連するプロジェ

クトの活動をさらに以下のように細分して記述している。

１) 研究

①結核菌の検出

②結核菌薬剤感受性検査

③結核治療における患者コンプライアンス

④結核菌塗抹検査における精度管理

２) 研修

①中堅技術者研修

３) 専門家派遣：長期および短期

①結核菌検査技術

②結核対策

４) カウンターパート研修

①結核菌検査技術

②結核対策

③臨床

５)機材供与

(４)プロジェクト実施の方法に関する協議・了解事項など

１) 結核菌の検査・研究関係の体制づくり

　この研究所には結核菌を検査した経験がほとんどない。この関連の研究課題を出し

ているのは細菌学部長（Dr. Akpedonu）であるが、彼女自身もしかり、部下の検査技

師たちもそうである。彼女によれば、今後いまいる検査技師を３チームに分割し、そ

のひとつに結核菌検査を専従させる計画の由である（所長に確認、ただしその人数は

１人だけかも知れないとのこと)。このことは体制づくりとして非常に意味あることと

思われる。

　その技師を1999年度のカウンターパートで結核研究所の国際コースに参加させる

（研修期間をコース終了後２～３カ月延長して十分な技術を習得させるよう希望）と

している。塗抹検査に関しては、全国のＮＴＰの業務の精度管理、職員の再訓練まで

行う立場に立つ人なので資質が相当問題になろう。結核研究所での研修終了後も、専
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門家による業務内訓練が必要と思われる。

　また部長自身は本年度から来年度にかけてＳＴＤの研修（感染研）と結核の研修（結

核研究所）を受けることになっている。部長は自ら検査を行わないので、研修では精

度管理や結核対策における結核菌検査の意義についてしっかり認識をしてもらえばい

いと思われる。

２) 結核菌関連の活動の計画

　ＴＳＩ活動の“２”（identification）は、Ｐ３施設の結核菌培養機能の立ち上げ

と小規模な薬剤感受性検査の試行と理解する。しかしこの期間内にはおそらく感受性

検査にまでは至れないと思われる。

　結核菌検査の精度管理と研修は重要な活動であるが、最も重要な技術が塗抹検査で

あり、それに付随する記録・報告、Logistics managementである。このプロジェクト

の活動の受け皿になるのはＮＴＰの職員（検査技師）であり、また場合によると医師

や医療助手も含まれよう。このことは野口研、ＮＴＰともに積極的に認めているとおり

である。その実施時期としてＴＳＩには第３年目以降となっているが、これはＪＩＣＡ

プロジェクト「中堅技術者養成」の枠で行うのに、その前にマラリアについて同様の

事業が入っているからだと聞いた。少し遅い感じもするが、それまでの期間は野口研

自身のスタッフの訓練を兼ねて小規模な研修の経験を積むのに当てることが考えられ

る。また菌検査技術の精度管理は国際的にも重要な研究課題となっているので、野口

研のスタッフがその気になれば研究課題として国際的な場で発表するだけのものはい

くらでもでてくるはずである。

　薬剤感受性検査は、どこでもそうだが、その技術的な難しさがわかるまで時間がか

かることと思う。しかしなんとかこれを克服して最終的には全国の薬剤耐性サーベイ

ランスシステムの確立にまで進めるよう期待したい。Drug Resistance Surveillance

(ＤＲＳ）も結核菌検査の精度管理と並んでＷＨＯ主導で世界的なトレンドとなってい

るから、この検査に関しては国際的に評価され得る研究テーマがいくつでもみつかり

そうである。ただし病院の患者の検査を便利屋的に受け入れ、本来的なことがおろそ

かにならないよう望まれる。

　なお、結核菌の培養は卵培地法（Loewenstein-Jensen法）により行うことを確認し

た。

３) 患者コンプライアンスに関する研究

　この研究課題は、すでにこの国で始まっているＤＯＴＳの改善という方向で行うべ

きものであろうと思う。ＮＴＰで聞いたことだが、この類のテーマについては保健省

の周辺でいくつか同様の研究課題が進行中とのことである。プロジェクトとして取り
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組むのであれば、それらの二番煎じにならないよう、オペレーショナルな性格を打ち

出したものにすべきであろう。残念ながら今回会った担当のDr. Koramにはこの点に

ついてあまり積極的な姿勢がみられず「社会学者にやらせるから…」と、逃げの姿勢

がありありであった。この点については所長にも意見を言い、覚書にも入れておいた

が、1960年代にすでに克服されてしまった、すべてを患者の欠陥に求めようとする古

典的な接近を繰り返すことはプロジェクトとしては避けたいと思う。この研究につい

てはDr. Koramが拒否しない限りしっかりした（短期）専門家の指導のもとにプロト

コールを作成し、基礎調査ないしパイロット研究を行ってから本調査に進む必要があ

る。結論的には、むしろより積極的にＤＯＴＳ推進のための研究にした方がいいので

はないか。

　なお、今のところ結核／ＨＩＶの研究課題はない。しかしこの国の結核問題を考え

るとき、そして傍らでＨＩＶの対策研究をしているときにこのテーマがないのは片手

落ちのように思われる。ＨＩＶ側の研究の進展もにらんで、将来の発展過程のなかで

このような方面への拡大も考慮すべきである。治療コンプライアンスの関連要因とし

て取り込むことも可能と思われる。

(５) カウンターパート研修

　1998年度はDr. Akpedonu、ＳＴＤ関連と合わせての研修であるが、結核に関しては結

核対策の基礎を結核研究所にて研修する。

　1999年の研修は細菌学科技師に結核菌塗抹・培養検査を研修させる。必要に応じて研

修期間を延長して十分な技術の習得を行わせる。2000年以降も技師の研修を行いたい。

　カウンターパート研修では、特に医師では、できる限り保健省の現場職員を結核研究

所の国際研修コースで研修させたい。このことも双方で確認して覚書に入れた。

(６) 専門家派遣

　基本的にはＰ３施設の立ち上げと検査技師のカウンターパート研修が終了してから早

い時期（2000年３月ごろ）からの長期専門家の駐在がやはり望ましい。しかし、所内の

結核菌検査体制（人員の配置やＮＴＰとの関連の構築など）の整備を見定めること、結

核菌関連の中堅技術者研修などの都合を合わせ考えれば、長期専門家の駐在は現行ＴＳＩ

のように2001年とするのもいいのかも知れない。ただし、その間には短期専門家を年１

度（２カ月、できれば１カ月を２回）くらい派遣する必要がある。

　結核対策専門家については治療コンプライアンス研究の初期と中間、それに薬剤感受

性サーベイランスの当初（設計、標本抽出など）に関して短期の派遣が必要であろう。
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(７) 機材供与と施設に関して

　培養検査については安全設備を含めてＰ３施設に装備されていないものをよく確認し

てから供与する必要がある。他の検査部門と共用ができるもの、できないものについて

も検討すべきであろう。

(８) 全般的な問題

　当初から問題になっていたことも多いが、全般的なことで今回の調査で確認したこと、

明らかになった点をまとめると以下のようになる。いうまでもないことだが、基本的に

はカウンターパートの「動機づけ」によって解決されることであろう。

１) 野口研が結核に関して経験がほとんどないこと

　細菌学の分野でも、疫学の分野でも同様である。これについては彼ら自身も認めて

いる点で問題はない。しかし、できるだけ短期間のうちに技術水準を上げるためのそ

れなりの努力が双方で必要である。これについては、菌検査に関しては結核専従チー

ムの編成が考えられているようなので、これが実現すればひとつのいい解決になると

思われる。技師に志気の高い優秀な人物が得られることが望まれる。

２) 野口研と対策現場（保健省）の連携の弱さ

　プロジェクトに対する保健省の期待はよく伝わってくるが、これと野口研の意思の

かみ合い方がよくみえない。両者の間に「協議会」のような組織的なつながりがいま

のところはないらしい。この点で所長が、当方の提案に前向きの回答（Joint Work-

ing Groupの設置）をくれたことには励まされる。ＮＴＰサイドも歓迎のようであっ

た。この問題は要員の研修や精度管理のような問題ではもちろんのこと、研究課題そ

のものの実施のなかでも、患者の調査や菌株の収集に際しての現場の協力という問題

になってくるであろう。プロジェクトが両者を結びつける役割を果たせればこんな有

意義なことはないと思われる。

３) 行政サービスと研究

　「要員の訓練はもちろんのこと、精度管理や薬剤耐性サーベイランスは重要な結核

対策の活動であり、その意味で行政サービスである。しかし同時にこれはこの国では

野口研ならではの高い技術を要求するので、当面はこの施設が保健省に協力してこの

事業を行う。その過程で野口研は関連の戦略的研究を行う。」本プロジェクトに関す

るこのような理解が野口研のカウンターパートや関係者にどのくらい浸透するかはか

なり重要な問題であろう（担当のDr. Akpedonuは「わかった」といっているが)。こ

の点でプロジェクトとしては彼らの業務をできるだけ「研究」につなげ、学会などで

の公表の機会を与えるなどして動機づけをする考慮が必要と考えられる。
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４) その他

　上記３)と関連するが、野口研所長の私案として野口研の将来の機能のひとつに「保

健情報センター」がある由である。薬剤感受性サーベイランス事業などはこの構想に

よく適合する。また検査情報の信頼性向上を図るために野口研のもうひとつの機能で

あるレファレンス活動による現場の支援（精度管理も含めて）も、このなかに位置づ

けることもできる。
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附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料附　属　資　料

(((((１１１１１) ) )  )  )  討議議事録（Ｒ／Ｄ）討議議事録（Ｒ／Ｄ）討議議事録（Ｒ／Ｄ）討議議事録（Ｒ／Ｄ）討議議事録（Ｒ／Ｄ）

(((((２２２２２) )  )  )  )  暫定実施計画書（ＴＳＩ）暫定実施計画書（ＴＳＩ）暫定実施計画書（ＴＳＩ）暫定実施計画書（ＴＳＩ）暫定実施計画書（ＴＳＩ）

(((((３３３３３) ) ) ) ) 結核分野結核分野結核分野結核分野結核分野MemorandumMemorandumMemorandumMemorandumMemorandum

(((((４４４４４) ) ) ) ) 収集資料収集資料収集資料収集資料収集資料

①①①①①ＡＩＫ－Ｃの論文ＡＩＫ－Ｃの論文ＡＩＫ－Ｃの論文ＡＩＫ－Ｃの論文ＡＩＫ－Ｃの論文

②②②②②ＡＩＫ－Ｃに関する計画書ＡＩＫ－Ｃに関する計画書ＡＩＫ－Ｃに関する計画書ＡＩＫ－Ｃに関する計画書ＡＩＫ－Ｃに関する計画書

③③③③③麻疹の免疫不全とアポトーシス麻疹の免疫不全とアポトーシス麻疹の免疫不全とアポトーシス麻疹の免疫不全とアポトーシス麻疹の免疫不全とアポトーシス

④④④④④ガーナ国ガーナ国ガーナ国ガーナ国ガーナ国Biosafety GuidelineBiosafety GuidelineBiosafety GuidelineBiosafety GuidelineBiosafety Guideline策定審議会開催案内策定審議会開催案内策定審議会開催案内策定審議会開催案内策定審議会開催案内

⑤⑤⑤⑤⑤ガーナ国ガーナ国ガーナ国ガーナ国ガーナ国Biosafety GuidelineBiosafety GuidelineBiosafety GuidelineBiosafety GuidelineBiosafety Guideline（（（（（DraftDraftDraftDraftDraft）））））






























































	表 紙
	序 文
	写 真
	地 図
	目 次
	１．実施協議調査団派遣
	１－１ 調査団派遣の経緯と目的
	１－２ 調査団の構成
	１－３ 調査日程
	１－４ 主要面談者

	２．総括
	３．調査報告およびプロジェクト実施上の留意点（実施体制、実施計画を含む)
	３－１ エイズ、実験室安全管理および出血熱ウイルス
	３－２ 住血吸虫症および実験動物
	３－３ ワクチン関連分野（麻疹関係)
	３－４ 結核分野

	４．その他
	附属資料
	(１) 討議議事録（Ｒ／Ｄ)
	(２) 暫定実施計画書（ＴＳＩ)
	(３) 結核分野Memorandum
	(４) 収集資料
	①ＡＩＫ－Ｃの論文





